
第５章 解散及び合併の手続き 

１ 解散手続き 

（１）解散事由

ＮＰＯ法人は、以下の理由によって解散します。 

解散の事由 内容 

① 社員総会の決議 解散の理由は問いません。定款の定めに従って、社員総会で解散

の議決を行い、解散することができます。（定款に特段の定めが

ない場合は、社員総数の４分の３以上の賛成が必要です。） 

※解散総会では、以下の事項について議決する必要があります。

ａ．解散することの意思決定

ｂ．残余財産の帰属先（定款において、残余財産の帰属先を解

散総会で議決すると規定している場合） 

残余財産が発生しないと思われる場合であっても、清算の

結果、何らかの財産が発生することもありますので、必ず帰

属先を選定しておきましょう。 

ｃ．清算人の選任 

原則として理事が清算人になりますが、定款又は総会にお

いて理事以外の者を選任することができます。 

② 定款で定めた解散事由の

発生

例えば、定款において、あらかじめ解散の時期を定めたり、社員

数が一定の数以下になったときに解散する旨を定めたりすること

ができます。 

③ 目的とする特定非営利活

動に係る事業の成功の不

能 

何らかの事情により、目的とする事業の達成が不能となった場合

に解散します。 

この事由により解散しようとするときは、「不能」かどうかに

ついて所轄庁の「認定」を受けなければなりませんが（79ページ

参照）、ここでいう「不能」とは、法人の主観的な判断によるも

のではなく、客観的な事実に基づいて判断されることになります。

例えば、「次期オリンピックの招致を目的としていたが、すでに

他の候補地へ決まってしまった」といった場合は「不能」である

と認定されますが、単に「人材不足や資金不足」といった（法人

の主観的な）事情であった場合は、「不能」であるとは認められ

ません。（このような場合は、「社員総会の決議」に基づき解散

することになります。） 
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④ 社員の欠亡 社員が１人もいなくなったことを意味します。社員が 10人を下回

ったことで自動的に解散となるわけではありません。 

⑤ 合併 吸収合併の場合は一方の法人が、新設合併の場合はすべての法人

が解散することになります。（88 ページ参照） 

⑥ 破産手続開始の決定 法人が債務を完済することができなくなり、裁判所が破産手続開

始の決定をした場合です。破産の具体的な手続きは破産法に定め

られており、破産管財人が清算処理を行うことになります。（法

人が債務を完済することができなくなった場合、理事は裁判所に

対して直ちに破産手続き開始の申立てを行う必要があります。） 

⑦ 所轄庁による設立の認証

の取消し 

ＮＰＯ法第43条の規定により所轄庁から設立の認証を取り消され

た場合です。 

  

（２）解散の流れ 

  Ａ．①社員総会の決議、②定款で定めた解散事由の発生、③目的とする特定非営利活動に係る

事業の成功の不能、④社員の欠亡による解散 

              法  人                所轄庁（福岡市） 

 

    ①社員総会の決議   ②定款で定めた  

                 解散事由の発生 

    社員総会を開催        

    ＊解散の意思決定    

    ＊残余財産の帰属先   ④社員の欠亡 

    （総会で議決すると 

     定めている場合）  
    ＊清算人の選任                         

    （理事以外の者を選任 

     する場合） 

 

 

 

    

   

   

 

 

      

      

     

③目的とする
特定非営利活
動に係る事業
の成功の不能 

解散認定申請 

(79 ページ参照) 受 領 

認 定 
解散認定書 
の受領 

交 付 

清算手続きへ (81 ページ参照) 

申 請 

 又は 

届 出 

（法務局で） 
①解散の登記 
②清算人の登記 
＊登記後、登記事項証明書を取得。 

解散届出書 （78 ページ参照） 

＊登記事項証明書を添付 
受 領 
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  Ｂ．⑥破産手続開始の決定による解散の場合 

        法  人           裁 判 所      所轄庁（福岡市） 

 

      破産手続開始の 

      申立て［理事］ 

 

 

                    破産手続開始の決定 

                        及び  

           破産管財人      破産管財人の選任 

 

 

                         （破産手続開始の） 

                       公 告 

 

    解散届出書 

        ＊登記事項証明書を添付 

    （78 ページ参照） 

     

    ［清算人］  

     （理事・裁判所の選任者など） 

 

  ＊上記の図は一例です。破産手続きについては破産法に規定されています。 

 

（３）解散と清算 

 「解散」は、あくまでも法人に関する法律関係と残余財産の整理をする段階に入ったという

意味であり、解散したからといって直ちにＮＰＯ法人としての責任がなくなるわけではありま

せん。法人の消滅は残余財産を引き継ぎ、「清算結了の登記」を行い、所轄庁（福岡市）にそ

の旨を届け出ることによって完了します。そのため、社員総会は法人が消滅するまで最高意思

決定機関として存続します。 

  清算法人は清算することを目的としているため、社員総会で事業を拡充するような決議はで

きません。 

 

 

 

 
  受 領 
 

 
  受 領 
 

届 出 

清算手続きへ 

(81 ページ参照) 

清算 

清算法人 

財産の処分・整理 

消 滅 ＮＰＯ法人 

活動の停止 

解散 
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（４）解散届出書 

 

様式第１０号 

   ○○年 ○月 ○日 

（宛先）福岡市長 

 

                特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人○○○○ 

                清算人 住所    福岡市○○区○○丁目○番○号 

                    氏名    福岡 太郎 

                    電話番号  ○○○－○○○－○○○○ 

 

解 散 届 出 書 

 

下記のとおり特定非営利活動促進法第３１条第１項第 １号に掲げる事由により特定非営利活動法

人を解散したので、同条第４項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 解散した特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

  特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

２ 解散の理由 

   （例）構成員の高齢化に伴い活動への参加者が減少したため、このまま法人を存続させる     

ことが困難であると判断した。 

３ 残余財産の処分方法 

  （例１）定款で『残余財産は、…解散総会で議決した者に譲渡する』と規定している場合。 

→「定款の規定に従い、解散総会で選定した特定非営利活動法人○○○会に譲渡する。」 

  （例２）残余財産がないと思われる場合。 

→「残余財産は生じない見込みであるが、発生した場合は、定款の規定に従い、社会福祉

法人○○○会に譲渡する。」 

 

解散時に残余財産がないと思われる場合も、清算の結果、残余財産が生じる可能性があるので、

譲渡先は確認（選定）しておきましょう。 

 提出書類 
提出 
部数 

参照 
ﾍﾟｰｼﾞ 

１ 解散届出書（福岡市要綱様式第１０号） １部 ７８ 

２ 登記事項証明書（解散及び清算人の登記をしたもの） 原本 １部 － 

記載例 

次のいずれかの番号を記入します。 
「１」…社員総会の決議 
「２」…定款で定めた解散事由の発生 
「４」…社員の欠亡 
「６」…破産手続開始の決定 

清算人の住所・氏名
を記載します。 

提出日（郵送の場合は投
函日）を記載します。 

78



 

（５）解散認定申請書 

 

様式第９号 

  ○○年 ○月 ○日 

（宛先）福岡市長 

 

                主たる事務所の所在地   福岡市○○区○○丁目○番○号 

               特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人○○○○ 

               代表者氏名         福岡 太郎 

               電話番号                 ○○○－○○○－○○○○ 

 

解 散 認 定 申 請 書 

 

下記のとおり特定非営利活動促進法第３１条第１項第３号に掲げる事由により特定非営利活動法人

を解散することについて、同条第２項の規定により認定を受けたいので、申請します。 

 

記 

 

１ 解散する特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

  特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

２ 事業の成功の不能となるに至った理由及び経緯 

   （例）スポーツの振興を図る活動として、２０××年冬季オリンピックの日本開催を目指して

招致事業（活動）を行ってきたところ、２０▲▲年○月の国際オリンピック委員会（ＩＯ

Ｃ）の総会において、当該オリンピックを○○［他国］で開催することが決定されたため。 

３ 残余財産の処分方法 

  （例１）定款で『残余財産は、…解散総会で議決した者に譲渡する』と規定している場合。 

→「定款の規定に従い、解散総会で選定した特定非営利活動法人○○○会に譲渡する。」 

  （例２）残余財産がないと思われる場合。 

→「残余財産は生じない見込みであるが、発生した場合は、定款の規定に従い、社会福祉

法人○○○会に譲渡する。」 

 

解散時に残余財産がないと思われる場合も、清算の結果、残余財産が生じる可能性が

あるので、譲渡先は確認（選定）しておきましょう。 

記載例 

定款のとおりに 
正確に記載します。 

提出日（郵送の場合は投
函日）を記載します。 
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 提出書類 
提出 
部数 

参照 
ﾍﾟｰｼﾞ 

１ 解散認定申請書（福岡市要綱様式第９号） １部 ７９ 

２ 
目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能の事由を

証する書面 
１部 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総会の決議ではなく、理事会の決議で解散することはできるの？ 

 理事会の決議で解散することはできません。 

 詳しくは、［Ｑ＆Ａ23］（105 ページ）をご覧ください。 

  解散せずに活動を休止することはできるの？  

 ＮＰＯ法において、「休止」といった制度はありません。 

 具体的な事業を行っていない場合であっても、年１回の総会開催や事業報告の

提出など必ず行わなければならない手続きがあります。 

 詳しくは、［Ｑ＆Ａ25］（105 ページ）をご覧ください。 
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２ 清算手続き 

 

（１）一般的な清算の流れ 

   法人が解散したときは、破産手続開始の決定による解散の場合を除き、原則として理事が

清算人となり、債権の取立てや債務の弁済などを行うことになります。また、債権者を確定

するために、官報への公告をもって、債権者に対して、一定期間内に債権の申出をすべき旨

の催告を行わなければなりません。 

   こうして、債権債務を整理し、残った財産（残余財産）を帰属先に引渡して清算が完結し

たのちに、清算人はその旨を法務局で登記するとともに、清算結了した旨を所轄庁（福岡市）

に届け出なくてはなりません。 

 

               

 

        

                        通常であれば同時 

            

 

     

 

 

          

         

              

                      

                                                                

 

  

    残余財産の 

    引渡し           

                       

    

     

       

           

 

（法務局で）清算人の就任登記 

法    人 所轄庁（福岡市） 

（法務局で）解散の登記 

官報で公告 

（遅滞なく、少なくとも 1 回、2 か月以上） 

債権・債務の整理 
受 領 

清算中に清算人

が新たに就任し

た場合⇒ 
清算人就任
届出書 
（84 ページ参照） 

定款に残余財産の帰属先を 

定めていない場合⇒ 

残余財産譲渡認証申請
書（87 ページ参照） 

認証書受領 

清算結了届出書の提出 

＊登記事項証明書を添付 

（85 ページ参照） 

（法務局で） 

清算結了の登記 

届出 

申請 

消   滅 

 受 領 

受 領 

現務の結了 

交付 

 認 証 

届出 
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（２）清算人の職務 

  

１ 現務の結了 法人の消滅に向けて、法人の現在の活動を終了させなけれ

ばなりません。清算人は活動を終える方向で業務を行いま

す。当然のことながら、現在行っている活動を拡大・拡充

することはできません。 

 既に締結している契約（義務）を遂行するための契約に

ついてのみ、新たに締結することができますが、業務を拡

大するために新たな契約を交わしたり、新たな資材等を購

入したりすることはできません。 

２ 債権の取立て及び債務の弁済 清算人は、法人の債権があれば取り立て、債務があれば弁

済します。 

 債務の弁済に関しては、解散時に判明している債権者と

知られざる債権者の双方に解散する旨を告げなければな

りません。このことを「催告」といいます。清算人が就任

した日から遅滞なく、公告を官報及び定款に定めた方法に

よって行います。また、はっきりと判っている債権者に対

しては、個々に債権申出をするように催告しなければなり

ません。 

※債務が超過している場合には、裁判所に対して破産手続

開始の申立てをしなければなりません。裁判所により破産

手続開始の決定が行われ、選任された破産管財人に事務を

引き渡すと清算人の任務は終了します。 

３ 残余財産の引渡し 債権・債務がすべて整理できたら、その時点での法人の財

産が確定します。この財産のことを「残余財産」といいま

す。ＮＰＯ法人は、非営利の法人格であり、出資金のよう

な概念を持たないので、この財産を社員等の構成員に分配

することはできません。残余財産が確定すると、これを第

三者に譲渡する手続きを開始することになります。 

（86 ページ参照） 
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（３）公告について 

  知られざる債権者に解散する旨を告げ、清算できるように告知しなければなりません。その

ため、清算人は就任した日から遅滞なく、官報及び定款に定めた方法によって公告しなければ

なりません。解散公告は必ず官報の公告が必要です。 

  官報とは「法令の公布紙・国の広報誌」として発刊されている全国紙です。ＮＰＯ法では解

散の公告は官報で行うこととされています。公告の方法や掲載料金については、官報サービス

センターにお問い合わせください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 解散時の公告は、どのような方法で行うの？ 

 解散した場合の公告は、必ず官報に掲載して行わなければなりません。 

 詳しくは、［Ｑ＆Ａ26］（106 ページ）をご覧ください。 

 債権者がいないと思われる場合は、公告を行わなくていいの？ 

 公告は必ず行わなければなりません。 

 詳しくは、［Ｑ＆Ａ27］（106 ページ）をご覧ください。 

福岡県・官報サービスセンター 

〒810-0001 福岡市中央区天神４－５－17 

TEL：092-761-1151 FAX：092-751-0385 
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（４）清算人就任届出書 

 

 

様式第１１号 

 ○○年 ○月 ○日 

（宛先）福岡市長 

 

                特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人○○○○ 

                清算人 住所     福岡市○○区○○丁目○番○号 

                    氏名    福岡 太郎   

                    電話番号  ○○○－○○○－○○○○   

 

清算人就任届出書 

下記のとおり特定非営利活動法人の解散に係る清算中に清算人が就任したので、特定非営利活動促

進法第３１条の８の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 解散した特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

   特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

２ 清算人の氏名及び住所 

    （氏名） 福岡 太郎 

    （住所） 福岡市○○区○○丁目○番○号 

 

３ 清算人が就任した年月日 

   ○○年 ○月 ○日 

 

 

 

 

 

 提出書類 
提出 
部数 

参照 
ページ 

１ 清算人就任届出書（福岡市要綱様式第１１号） １部 ８４ 

２ 登記事項証明書（当該清算人の登記をしたもの）  原本 １部 － 

記載例 

提出日（郵送の場合は投
函日）を記載します。 
 

清算人の住所・氏名を
記載します。 
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（５）清算結了届出書 

 

様式第１２号 

  ○○年 ○月 ○日 

（宛先）福岡市長 

 

                特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人○○○○ 

                清算人 住所       福岡市○○区○○丁目○番○号        

                    氏名        福岡 太郎 

                    電話番号      ○○○－○○○－○○○○ 

 

清 算 結 了 届 出 書 

 

下記のとおり特定非営利活動法人の解散に係る清算が結了したので、特定非営利活動促進法第３２

条の３の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 清算が結了した特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

   特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提出書類 
提出 
部数 

参照 
ページ 

１ 清算結了届出書（福岡市要綱様式第１２号） １部 ８５ 

２ 登記事項証明書（清算結了の登記をしたもの） 原本 １部 － 

 

記載例 

提出日（郵送の場合は投
函日）を記載します。 
 

清算人の住所・氏名を
記載します。 
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３ 残余財産について 

 

（１）残余財産の帰属 

   法人が解散した場合、一般に、清算人が債権の取立てや債務の弁済などを行って債権・債

務の整理を行います。そして、最終的に法人の手元に残った財産のことを「残余財産」とい

います。（債務を完済できない場合は、清算人が直ちに破産手続開始の申立てを行います。） 

   法人の残余財産は、定款の定めに従って、ＮＰＯ法第 11条第３項に掲げる者に譲渡しなけ

ればなりません。したがって、個人や任意団体、営利企業などに譲渡することはできません。 

   定款において、残余財産の帰属先（譲渡先）として、具体的な団体名を規定している場合

は当該団体に、(譲渡先の団体を)解散総会で選定する旨を規定している場合は当該総会で選

んだ団体に譲渡することになります。いずれの場合も、ＮＰＯ法第 11 条第３項に掲げる団体

でなければならないことは前述のとおりです。 

   また、定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定を定めていない場合は、所轄庁の認証

を得て、国又は地方公共団体に譲渡できるとされています。（87ページ参照） 

   さらに、上記の方法では処分されない財産については、国庫に帰属することになります。 

 

   ＜ＮＰＯ法第 11 条第３項に掲げる者＞ 

    ① 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）    ④ 学校法人 

    ② 国又は地方公共団体           ⑤ 社会福祉法人 

    ③ 公益社団法人又は公益財団法人      ⑥ 更生保護法人 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人を解散して任意団体として活動を継続する場合、法人の残余財産を任意団体

に引き継ぐことはできるの？ 

任意団体は、ＮＰＯ法第 11 条第３項に掲げる団体ではないので、残余財産を引き継ぐことはでき

ません。 

 詳しくは、［Ｑ＆Ａ29］（107 ページ）をご覧ください。 

 残余財産の帰属先を決めるにあたって、相手方の承諾は必要なの？  

 相手方の承諾は必要ありません。 

 詳しくは、［Ｑ＆Ａ30 ］（107 ページ）をご覧ください。 
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（２）残余財産譲渡認証申請書 

 

 

 

様式第１３号                         

○○年 ○月 ○日     

     

（宛先）福岡市長 

 

                特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人○○○○ 

                清算人 住所        福岡市○○区○○丁目○番○号 

                    氏名        福岡 太郎 

                    電話番号      ○○○-○○○－○○○○ 

 

残余財産譲渡認証申請書 

 

下記のとおり残余財産を譲渡することについて、特定非営利活動促進法第３２条第２項の認証を受

けたいので、申請します。 

 

記 

 

１ 特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

   特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

２ 譲渡しようとする残余財産 

    金○○○○○○円 

 

３ 残余財産の譲渡を受ける者 

   ○○○市 

     
※国又は地方公共団体から選びます。 

譲渡先が複数ある場合は、それぞれに譲渡する財産を記載します。 
 
 
 
 

 提出書類 
提出 
部数 

参照 
ﾍﾟｰｼﾞ 

１ 残余財産譲渡認証申請書（福岡市要綱様式第１３号） １部 ８７ 

記載例 

提出日（郵送の場合は投
函日）を記載します。 
 

定款に残余財産の帰属先に関する規定
を定めていない場合に申請します。 

清算人の住所・氏名を
記載します。 
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４ 合併 

 

（１）合併手続き 

   ＮＰＯ法人は、社員総会の決議により、他のＮＰＯ法人と合併することができます。社員

総会において合併の決議がなされたＮＰＯ法人は、社員総会の議事録の謄本を添付した合併

認証申請書を、合併後の所轄庁に提出して、その認証を受けなければなりません。 

   認証された後は、ＮＰＯ法人は債権者に対して合併することに異議がある場合に申し出る

旨の公告を行わなければなりません。これは、債権者を保護するために必要な制度です。合

併は、破産状態にある法人を救済するために吸収合併するという場合も想定されます。その

場合、吸収しようとする法人の債権者の権利が侵害される恐れがあるため、ＮＰＯ法では、

そのような債権者を保護することを目的として、債権者に対しては公告・催告が義務付けら

れています。この債権者を保護する措置をとらなかった場合には罰則規定があります。 

  

（２）債権者への公告・催告 

   債権者を保護するために、以下の措置をとらなければなりません。 

  ①財産目録と貸借対照表の作成 

   合併についての認証があった旨の通知を受け取った日から２週間以内に財産目録と貸借対

照表を作成し、事務所に備え置かなければなりません。合併しようとする法人それぞれの財

務内容を明確にするため、合併によって設立される法人ではなく、合併しようとする法人の

財産目録と貸借対照表を作成します。 

   

  ②異議の申出期間の公告と催告 

   合併しようとする法人は、債権者に対して、合併に異議があれば、一定の期間内に申し出

るように公告をしなければなりません。また、債権者が明確になっている場合は、異議があ

れば申し出るよう、個別に催告することが必要です。この期間は２か月を下回ることはでき

ません。この期間内に申し出がない場合、異議がなく合併が承認されたものとして扱われま

す。 
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（３）合併の流れ 

 

          法   人              所轄庁（福岡市） 

 

        社 員 総 会 

 

        合併認証申請 

   

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市ホーム 

ページへの） 

公 表 

受 領 

縦 覧 

認 証 不認証 

理由を付した
書面の交付 

２
週
間 

約
２
か
月
半
以
内 

貸借対照表・財産目
録の備え置き 公 告 異

議
申
出
期
間 

２
か
月
以
上 

合併に必要な手続き終了 

（法務局で）登記 
合併後存続する法人は変更登記 

 合併により消滅する法人は解散登記 

 合併により設立する法人は設立登記 

２週間以内 

合併認証書の受領 

合併登記完了届出書 

２週間以内 

受 領 

（一部の書類を閲覧） 

遅滞なく 

申 請 

交 付 

届 出 

補 正 

１週間未満 

合併の効力発生 
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（４）合併認証申請 

 

 提出書類 縦覧 部数 
参照 

ページ 

１ 合併認証申請書（福岡市要綱様式第１４号）   １ ９１ 

２ 合併の議決をした社員総会の議事録のコピー                   各１ － 

３ 定款 ◎ ２ － 

４ 役員名簿 ◎ ２ ４９ 

５ 就任承諾及び誓約書のコピー            各１ ５０ 

６ 

役員の住所又は居所を証する書面（住民票等） 

※６か月以内のもの ※コピー不可。 

※個人番号（マイナンバー）の記載のないもの 

 各１ － 

７ 社員のうち 10人以上の者の名簿  １ － 

８ 確認書                      １ ７１ 

９ 合併趣旨書              ◎ ２ － 

10 合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 ◎ 
各年度 

２部ずつ 
６３ 

11 合併当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書 ◎ 
各年度 

２部ずつ 
６４ 

 

（５）合併登記完了届出 

 

 

 提出書類 部数 
参照 

ページ 

１ 合併登記完了届出書（福岡市要綱様式第１５号）      １ ９２ 

２ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）  １ － 

３ 
上記２の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）のコピー 

 ※全ページをコピーします。 
１ － 

４ 合併の時の財産目録 ２ － 
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様式第１４号 

 

  ○○年 ○月 ○日 

（宛先）福岡市長 

 

主たる事務所の所在地 福岡市○○区○○丁目○番○号 

合併しようとする特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

代表者氏名      福岡 太郎 
電話番号            ○○○－○○○－○○○○ 

 
  

主たる事務所の所在地 福岡市○○区○○丁目○番○号 

合併しようとする特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 

特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

代表者氏名      博多 花子 
電話番号       ○○○○－○○－○○○○ 

  

 

合併認証申請書 

 

特定非営利活動促進法第３４条第５項において準用する同法第１０条第１項の規定により、下記の

とおり合併することについて認証を受けたいので、申請します。 

 

記 

 

 

１ 合併後存続する    特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

  特定非営利活動法人○○○○
フ リ ガ ナ

 

  合併によって設立する 

２ 代表者の氏名                   福岡 太郎 

 

３ 主たる事務所の所在地               福岡市○○区○○丁目○番○号 

 

４ その他の事務所の所在地              福岡市○○区○○丁目○番○号 

 

５ 定款に記載された目的 

  この法人は、○○に対して、○○に関する事業を行い、○○に寄与することを目的とする。 

 

 

記載例 

申請日 

該当する方を○で
囲みます。 

定款のとおりに記載
してください。 

定款のとおりに記載
してください。 

地番まで記載してください。 
その他の事務所を置かない場合は、「なし」
と記載してください。 
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様式第１５号 

 

○○年 ○月 ○日 

（宛先）福岡市長 

 

 

主たる事務所の所在地 福岡市○○区○○丁目○番○号 

特定非営利活動法人の名称
（ フ リ ガ ナ ）

 特定非営利活動法人○○○○
フリガナ

 

代表者氏名 福岡 太郎 

電話番号 ○○○－○○○－○○○○ 

 

 

合併登記完了届出書 

 

 

特定非営利活動法人の合併の登記を完了したので、特定非営利活動促進法第３９条第２項において

準用する同法第１３条第２項の規定により、登記事項証明書及び財産目録を添えて届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載例 

申請日 

定款のとおりに 
正確に記載します。 
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